
労働争議の調整

１　取扱件数

令和７年（11月末）

２　産業別件数（新規申請分）

令和７年（11月末）

３　調整事項別件数（新規申請分）
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令和７年（11月末） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0

※申請は複数のあっせん事項を有することがあるため、表中の件数は申請件数とは一致しない。

※過去の実績については、「沖縄県労働委員会年報」を御覧ください。
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前月繰越 新規申請 計 解　決 取下げ 打切り 不開始

解決率
(%)

2 4 1 0

解 決 件 数
注） 解決率（％） ＝

取下げ・不開始を除く終結件数

争議団からの「社長との話合いの要求」は

「団交促進」でよい（R7.12.4 中労委に確認済）


